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1．問　題

多くの労働者にとって，同僚や上司と良好な
対人関係を維持することは，自尊心を高めるだ
けではなく，組織の一員として成功するうえで
重要である（Nielsen, Jex & Adams, 2000）。し
かし，性格や価値観の違いなど様々な理由か
ら，職場における対人問題は頻繁に起きてい
る。例えば，3 割以上の労働者は職場で現在対
人問題を抱えており（Quine, 2001），それらを

最も不快な職場のストレス要因であると認識
している（Burnes & Pope, 2007）。日本の労働
者 17,000 人以上を対象とした厚生労働省のア
ンケート調査においても，強い悩みやストレス
を感じる労働者が 6 割近くに上ったが，対人問
題はその一番の要因として挙げられている（小
玉・松澤，2008）。

近年多くの組織で頻繁に起こる対人問題とし
て認識され，経営学領域および産業・組織心
理学でも関心が高まっているのが職場不作法
である。職場不作法（workplace incivility）と
は，攻撃的な意図は曖昧であるが，社交的ルー
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ルに明らかに反する非礼な対人行動であると定
義されている（Andersson & Pearson, 1999；
田中，2007）。例えば，ある労働者が特定の同
僚に対して不適切な冗談や見下した言動を繰り
返す，重要な職務情報を伝達しない（連絡飛ば
し），などは職場不作法に該当する。先行研究
によると，特定の労働者が継続的に不作法行為
を経験し，慢性的なストレス要因となる。また
職場不作法は，被害者の職務行動へも否定的な
影響を及ぼすことが示されている。例えば，職
場不作法を頻繁に経験する労働者ほど抑うつ傾
向が高く（Lim, Cortina & Magley, 2008），ま
た無断欠勤や職務逃避行動が多い（櫻井・ジェ
ックス・ギレスピー，2011）。さらに，職場不
作法は自主退職の原因となるだけではなく，労
働者間のコミュニケーションやチームワークへ
も否定的な影響を与えることが明らかになって
いる（Penney & Spector, 2005）。

1.1　本研究の目的
これまでの調査研究により，職場不作法が

労働者および組織に否定的な影響を及ぼすこ
とが示されてきた。しかし既存の職場不作法
に関する研究文献には，いくつかの空白が存在
している。第一に，職場不作法は比較的軽度の
対人攻撃であるが，ターゲットにされる労働者
が加害者に対して報復行為を行い，より深刻な
対人対立に発展する可能性がある（Andersson 
& Pearson, 1999）。職場不作法が，相手に対す
る報復的な対人攻撃行動を招くことは推測でき
るが，それを実証的に検証した研究はない。第
二に職場不作法は，労働者のウェルビーイング
や組織行動へ否定的な影響を及ぼす対人スト
レッサーであるが，その影響を軽減させるス
トレス緩衝要因を明らかにする研究調査は乏
しい。Sakurai & Jex（2012）は，上司による
ソーシャルサポートがストレス管理資源として
作用し，職場不作法が職務モチベーションへ及
ぼす否定的効果を緩衝させることを示した。し
かし職場不作法は，上司の目につかない場合が

多く，また加害者もそれを理解していることが多
い（Estes & Wang, 2008）。さらに残念なことに，
上司が職場不作法の加害者となる事例も報告さ
れている（Pearson & Porath，2009）。したがっ
て，組織的なストレス管理の試みだけではなく，
労働者個々人によるストレス管理手段を調査し，
職場不作法が組織行動へ及ぼす影響の個人差を
明らかにすることが重要であると考えられる。第
三に，これまでの職場不作法研究は，横断的調
査に基づいたものが多いため，縦断的調査を行
い，職場不作法と組織行動やウェルビーイング
との関連性を明らかにする必要がある。本調査
の目的は，以上 3 つの課題に取り組むことであ
る。具体的には，3 か月に及ぶ縦断的研究を実
施し，職場不作法が労働者の対人逸脱行動（報
復行動），および感情的ウェルビーイングへ及
ぼす影響を探る。さらに，親和的・攻撃的・
自己卑下という 3 つの対人ユーモアスタイル

（Martin, 2007）が，職場不作法と前述した基
準変数との関連性に及ぼす交互効果を探る。

1.2　 職場不作法が逸脱行動へ及ぼす影響： 
互恵の原理

社会的交換理論（social exchange theory：
Gouldner, 1960）によると，対人関係の成立や
継続は，経済的（例：金銭）または非経済的な
資源（例：奉仕）を公平に与え合う互恵の原理
で説明される。ポジティブ互恵とは，ある個人
が他者の善意ある行為を受けた場合，その善意
ある行為に返報する動機が喚起されることであ
る（Gouldner, 1960）。例えば，以前仕事を手伝
ってくれた同僚が残業を抱えて困っている場合，
その同僚の手伝いをする動機は喚起されやす
い。これは，過去に受けた同僚からの善意ある
奉仕に対して，返報する行為は道義上公平であ
り，また互恵の関係を維持する上で有用なため
である。一方ネガティブ互恵とは，『目には目を，
歯には歯を』というハンムラビ法典の概念と似
たように，悪意ある行為に対して同様の行為で
報いることである。本調査において関連性が強
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いのは，後者のネガティブ互恵の原理であるが，
Gouldner（1960）によると，他者による悪意のあ
る行為は，報復行為に正当性を与える。例えば，
相手が悪意のある行為を行った場合，人々は報
復行為に倫理的な正当性があると認識する傾向
がある（Mitchell & Ambrose, 2007）。また報復
行為は，相手から受けた行為によって貶められ
た自尊心や不快感を回復し，不公平の認識を解
消する作用があると考えられている（Spector & 
Fox, 2002）。Andersson & Pearson（1999）も同
様に，職場不作法は，それを経験する人々にと
って不快な対人行為であるため，相手への報復
行為の動機を高める可能性があると提唱してい
る。本調査では，ネガティブ互恵の原理および
Andersson & Pearson（1999）に沿って，職場
不作法を頻繁に受ける労働者ほど対人逸脱行動
を行う頻度が高いであろうと予測する。組織にお
ける対人逸脱行動とは，同僚など組織成員の福
利を自発的に害する行為である（田中，2009）。

仮説 1： 職場不作法の経験は，対人逸脱行動
を高める。

組織行動学領域において，互恵の概念は個人
と個人の間だけではなく，労働者と組織の関係
にも適用される。つまり，労働者は時間や労力
を費やして組織の収益に貢献する一方，組織は
労働に見合った報酬を与え，組織の一員である
労働者の福利衛生を保全する互恵の関係があ
ると考えられている（Cropanzano & Mitchell, 
2005）。Rousseau（1996）によると，労働者
はこのような互恵関係を認識し，自己の貢献
に見合う待遇が与えられれば組織への忠誠を
高め，また組織に利益のある組織行動（例：
組織市民行動）を行う傾向がある（Bowling, 
Eschleman, Wang 他，2010）。しかし，自己の
貢献に見合う返報を組織が行わないと認識する
場合，労働者は組織との関係を放棄（自主退
職），または意図的に組織に不利益を与えバラ
ンスのとれた社会的交換関係を回復しようと
する。例えば，Kickul, Lester & Finkl（2002）

は，組織が互恵の義務（例：福利厚生や給与）
を履行していないという労働者の認識が強いほ
ど，労働者は職務を怠け，退職意図も高まる
ことを示した。また Chiu & Peng（2008）は，
組織が約束した雇用待遇と，実際に履行された
待遇の差が広がるほど，意図的に組織の利益を
害する行動を行う頻度が高いことを明らかにし
た。このような，労働者が意図的に組織の利益
を害する行為を組織逸脱行動（organizational 
deviance；Bennett & Robinson, 2000）とよぶ。

労働者は上司や同僚を組織の構成員として認
識するため，これらの人々から危害を加えられ
た場合，組織に不利益な組織行動を行うことが
ある。これは，組織が成員に対して規範のある
行動を順守させるべきであるが，これが守られ
ない場合，労働者の福利衛生を保持するという
互恵義務に違反したと認識するためである。例
えば，セクシャルハラスメントや暴力の被害を
受けた労働者は，組織へのコミットメントが低
下し，また職務逃避行動などの組織逸脱行動を
行う（O’Leary-Kelly, Bowes-Sperry, Bates 他，
2009）。職場不作法は，セクシャルハラスメン
トや暴力と比較して，軽度の対人攻撃と考えら
れるが，組織の社交的規範に反した不快な対人
行動であるため，組織逸脱行動を起因させる要
因として作用することが予測できる。

仮説 2： 職場不作法の経験は，組織逸脱行動
を高める。

1.3　 職場不作法が感情的なウェルビーイング
に及ぼす影響

組織行動学および産業・組織心理学領域にお
いて，感情は伝統的に軽視されてきた概念であ
る（Zajonc, 1998）。しかし 20 世紀末以降，感
情は認知・行動・意思決定など様々な心理現象
と密接な関連性があることが実証研究により示
されたため，近年関心が高まっている（Fisher, 
2002）。組織行動学領域においても，労働には
感情的な側面があり，働く人々の職務に対する
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態度やウェルビーイングに重要な影響を及ぼす
ことが提唱され始めている。例えば，職場で
起こる様々な事象に対して喚起されるポジテ
ィブおよびネガティブ感情の累積は，仕事へ
の満足感に反映される（Weiss & Cropanzano, 
1996）。また，怒りや不安などのネガティブ感
情は，心拍数および血圧の上昇や，いわゆる

“ストレスホルモン”と呼ばれるコルチゾール
分泌量の変化など，身体的なストレス反応を引
き起こす（Herrero, Gadea, Rodriguez-Alacon 
他，2010）。実際，ネガティブ感情を職場で頻
繁に経験する労働者ほど，脳卒中や心臓発作
のリスクが高く，また寿命も短い傾向がある

（Harenstam, Theorell & Lennart, 2000）。これ
らのことから，労働者が職場で経験する感情
は，労働者のウェルビーイングを測る重要な指
標の 1 つであると言える。

人々には，社会的な欲求があり，職場におい
て同僚との社交的・業務的交わりはポジティブ
な感情を促す（Nielsen 他，2000）。反面，職場
での対人対立・葛藤等はネガティブ感情を生み
出す（Harvey, Stoner, Hochwarter 他，2007）。
職場不作法とは不快な対人行為であるため，そ
れらを経験する頻度が高ければネガティブ感情
も高くなると予測される。したがって，

仮説 3： 職場不作法の経験は，ネガティブ感
情を高める。

1.4　 対人ユーモアスタイル：親和的・攻撃的・
自己卑下スタイル

ユーモアとは，楽しさやおかしさなど奇異な
出来事に関する感知，それらを受容する態度，
および笑いを喚起させる冗談の表出，と定義
づけされている（Martin, 2007；上野，1992）。
対人ユーモアスタイルとは，対人関係場面での
ユーモア感知，態度，およびユーモア表出の
個人差であるが，Martin, Puhlik-Doris, Larsen, 
他（2003）は，対人ユーモアスタイルの 3 因
子モデルを発展させた。この 3 因子モデルに

は，1）親和的（affiliative sense of humor），2）
攻撃的（aggressive sense of humor），そして
3）自己卑下ユーモアスタイル（self-defeating 
humor）が含まれる。親和的ユーモアスタイル
とは，人と接する場面で面白い話や行動をして
相手を楽しませたり，相手とユーモアを共有す
ることを好む傾向である（Martin 他，2003）。
親和的ユーモアの例は，自己や相手を非難しな
い友好的な冗談や，自身の面白い経験の紹介，
または相手のユーモアに同調して共に笑う，な
どが含まれる。親和的ユーモアは，自己および
相手を肯定するだけではなく，相手のユーモア
を理解し笑いを共感するため，個人間の類似認
識を高め対人関係の親密さを向上させると考え
られている。実際，親和的ユーモアスタイル傾
向の高い人ほど，友人としても（Goodwin & 
Tang, 1991），恋愛対象としても（Sprecher & 
Regan, 2002）対人魅力が高く評価される（谷・
大坊，2008）。さらに重要なことに，親和的ユー
モアは，対人場面で生じる緊張感や不協和を緩
和し，対人葛藤を解消するうえで有用な可能
性がある。例えば，対人葛藤場面で人々は言
葉を選び寡黙になりがちだが，このような態
度は正確な意思疎通を阻害し，対人葛藤の解
消を困難にする（Keltner, Young, Heerey, 他，
1998）。一方，親和的ユーモアの表出は，対人
間の緊張を和らげ，会話のテンポを速め，また
傾聴態度を促す（La Gaipa, 1977）。さらに対人
間に不協和が生じた場面で深刻になり過ぎず，
相手の面子を潰さず本意を聞き出すうえで親和
的ユーモアは有効である（Keltner 他，1998）。
Campbell, Martin & Ward（2008）の調査研究
では，恋愛関係にある男女間で葛藤が起こった
場面で，親和的ユーモアを多用するカップルほ
ど，問題を上手く解消し，交際関係を継続させ
る傾向があることを示した。

攻撃的ユーモアスタイルとは，皮肉，悪意あ
る悪戯，他者の失敗や欠陥を面白がり，また相
手を批判・攻撃するユーモアを好む傾向である

（Martin 他，2003）。一般的に，攻撃的ユーモ



職場不作法が被害者の対人・組織逸脱行動，および感情的ウェルビーイングへ及ぼす影響

－197－

アは社会的に不適切であり，他者に不快感を与
えるため，良好な対人関係を発展させるうえで
機能的ではないと考えられる。例えば，攻撃的
ユーモアスタイル傾向の高い人は，意地悪・冷
たいなどの印象を与え，対人魅力が低く評価さ
れやすい（児玉・川森・高木 他，2004）。対人
葛藤場面においては，攻撃的ユーモアは特に否
定的な影響を及ぼす可能性がある。例えば，攻
撃的ユーモアセンス傾向が高いほど，皮肉・批
判・悪意ある冗談などで相手への嫌悪感を示す
傾向が強い（Hodson & Rush，2010）。このよ
うな攻撃的なユーモアは相手の敵愾心をあおる
ため，対人葛藤場面での緊張を高め，対人関係
を増悪させると考えられる。

自己卑下ユーモアとは，相手からの好意や歓
心を得るため自尊心を犠牲にするユーモアであ
る（Martin 他，2003）。例えば，自分の失敗を
笑いの種にする，欠点を面白おかしく話すなど
の自虐的ユーモア，他者からのからかいや批判
に同調して自分も笑う，などが含まれる。この
ようなユーモアは脅威を与えず，また相手への
迎合を示すため，個人間に潜在する緊張感や対
立を抑える機能がある（Kubie, 1970）。しかし
一方では，自尊心を犠牲にし，対等な対人関係を
発展させる障害となるため，対人関係を継続して
いく上で精神的な負担が高まる可能性も指摘さ
れている（Martin, 2007）。Yip & Martin（2006）
によると，自己卑下ユーモアを多用する人々
は，自己権利の主張が弱い傾向があり，特に対
人問題で対処が困難な場面で，悲観的視点から
自己卑下なユーモアに視点を移動させ，状況か
ら逃れようとする。以上のことから，自己卑下
ユーモアスタイルは，対人問題を回避するうえ
で機能的だが，自己尊厳の低下や精神面での負
担が増すなど否定的な側面があると言える。

1.5　 職場の不作法と対人ユーモアスタイルの
交互作用が，逸脱行動へ及ぼす効果

ネガティブ互恵の原理によると，相手の福利
を害する攻撃行為の動機は，個人が他者から悪

質な扱いを受けた場合の報いとして喚起されや
すい。しかし当然ながら，全ての人々がネガテ
ィブ互恵に基づく報復行為を行うとは限らず，
実際の反応には個人差が生じると考えられる。
同様に，職場の不作法を経験した労働者の相手
に対する反応にも個人差が生じると考えられる
が，本調査では対人ユーモアスタイルをこの個
人差を説明する要因として検証する。前述した
ように，攻撃的ユーモアスタイルは，皮肉・批
判・悪意ある冗談や公然と相手を辱めるなどの
攻撃的ユーモアによって，相手への嫌悪感を示
す傾向が強い（Hodson & Rush, 2010）。した
がって，攻撃的ユーモアスタイル傾向が高い人
ほど，職場不作法を頻繁に経験するほど，意図
的に相手の福利を害する対人逸脱行動を行う傾
向が強くなると予測した。

親和的ユーモアスタイルの傾向が高い人は，
対人関係に楽観的な見解を持ち，また対人場面
での不明確さや不協和を非攻撃的なユーモアに
よって回避する（Martin 他，2003）。親和的ユー
モアは場の緊張感を和らげ，個人間の意思疎通
を促すが，これらは対人葛藤の脅威を中和し，対
人関係の増悪を抑制する（Rizkalla, Wertheim & 
Hodgson, 2008）。ネガティブ互恵の原理による
と，報復の動機は，個人が経験した不利益や不
快の程度に応じて高まるが，親和的ユーモアは
対人葛藤を緩和させ，対人葛藤に伴って生じる
脅威認識も低下する可能性があるため，報復の
動機も低くなることが考えられる。したがって本
調査では，親和的ユーモアスタイル傾向の高い人
ほど，不作法行為を経験しても対人逸脱行動お
よび組織逸脱行動を行う傾向が弱いと予測した。

次に自己卑下ユーモアスタイルは，自己主張
が弱く，他者からのからかいや批判に同調する
などして問題の視点を逸らし対人葛藤を抑制す
る傾向がある。したがって，非礼な不作法行為
を経験しても意図的に相手への報復行為を行う
傾向が弱いと予測する。一方，特定の労働者の
福利衛生が他の組織成員によって害された場
合，その労働者は組織が従業員の福利衛生を保
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全するという互恵義務に違反したと認識し，組
織に対して不利益な組織逸脱行動を行う場合が
ある（Rousseau, 1996）。自己卑下ユーモアス
タイル傾向の高い人は，職場不作法によって生
じた自尊心の低下や不快感が，組織逸脱行動を
行う動機として作用する可能性がある。したが
って，自己卑下ユーモアスタイル傾向の高い人
ほど，不作法行為の経験頻度と組織逸脱行動を
行う頻度の関連性が強いと予測した。

仮説 4a ： 親和的ユーモアスタイルの高い労働
者は，親和的ユーモアスタイルの低
い労働者と比べ，職場不作法と対
人逸脱行動の関連性が弱いだろう。

仮説 4b ： 攻撃的ユーモアスタイルの高い労働
者は，攻撃的ユーモアスタイルの低
い労働者と比べ，職場不作法と対
人逸脱行動の関連性が強いだろう。

仮説 4c ： 自己卑下ユーモアスタイルの高い労
働者は，自己卑下ユーモアスタイル
の低い労働者と比べ，職場不作法と
対人逸脱行動の関連性が弱いだろう。

仮説 5a ： 親和的ユーモアスタイルの高い労働
者は，親和的ユーモアスタイルの低
い労働者と比べ，職場不作法と組
織逸脱行動の関連性が弱いだろう。

仮説 5b ： 自己卑下ユーモアスタイルの高い労
働者は，自己卑下ユーモアスタイル
の低い労働者と比べ，職場不作法と
組織逸脱行動の関連性が強いだろう。

1.6　 職場の不作法，対人ユーモアスタイル，
ストレス反応行動の交互作用が，ネガテ
ィブ感情の関連性へ及ぼす効果

仮説 3 で述べたように，職場の不作法は対人
ストレッサーであるため，それらを経験する頻
度が多くなるほどネガティブ感情が喚起され
る。親和的ユーモアスタイル傾向が高い人は，
非攻撃的なユーモアを意思の疎通や対人間の緊
張を緩和するために利用する。したがって，職

場の不作法に伴う怒りや不安などのネガティブ
感情反応が弱いと予測した。一方，攻撃的ユー
モアスタイルは，皮肉・批判・悪意ある冗談
や，公然と相手を辱めるなどの攻撃的ユーモア
によって相手への嫌悪感を示す傾向が強いが

（Hodson & Rush, 2010），相手への報復行為は
貶められた個人の自尊心を回復し，不快感を解
消する可能性がある（Spector & Fox, 2002）。
したがって，攻撃的ユーモアスタイル傾向が高
い人は，対人逸脱行為を行う頻度が高いほど，
職場の不作法経験によって喚起されるネガティ
ブ感情が弱まると予測した。自己卑下ユーモアス
タイル傾向が高い人は，職場の不作法行為を経
験した場合，相手に対して直接報復行為を行わ
ないが，組織に対する逸脱行動を行うと予測した

（仮説 5b）。これは組織逸脱行動が，不作法行為
を経験することによって生じた自尊心の低下や不
快感を解消し，公平な社会的交換関係を回復す
るためである。したがって，自己卑下ユーモアス
タイル傾向が高い人は，組織逸脱行動を行う頻
度が多いほど，職場の不作法経験によって喚起
されるネガティブ感情が弱くなると予測した。

仮説 6a ： 親和的ユーモアスタイルが高い労働
者は，親和的ユーモアスタイルの低
い労働者と比べ，職場不作法とネガ
ティブ感情の関連性が弱いだろう。

仮説 6b ： 攻撃的ユーモアスタイルが高い労
働者は，対人逸脱行動を行う頻度が
多いほど，職場不作法とネガティブ
感情の関連性が弱いだろう。

仮説 6c ： 自己卑下ユーモアスタイルが高い
労働者は，組織逸脱行動を行う頻
度が多いほど，職場不作法とネガ
ティブ感情の関連性が弱いだろう。

2．方　法

2.1　調査手続き
調査は，米国のある公的機関で勤務する正社

員を対象にアンケート方式で行った。調査対象
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には，あらかじめ以下の条件を含めた：1）同
機関での勤続年数が 1 年以上の者，2）18 歳
以上の男女。調査対象の基準を満たす 856 名
全員分の自宅連絡先を同機関人事課より入手
し，2010 年 9 月と同年 11 月の 2 回，アンケー
ト用紙および返信用封筒を郵送した。9 月のア
ンケート（以下 Time 1 と省略）では，856 名
中 230 名からの回答を得た（回答率＝ 26.8％）。
11 月のアンケート（以下 Time 2 と省略）では，
9 月のアンケートに応じた 230 名だけを対象に
アンケート用紙を郵送し，230 人中 227 名からの
回答を得た（98.7％）。本調査では，回答者の中
から尺度に対して記入漏れが著しい者 4 名を省
き，最終的に 223 名分の回答を分析した。被験
者 223 人の人口統計情報は以下の通りである：
性別（女性 68.6％：男性 31.4％），年齢（平均＝
44.16，SD＝ 11.53），人種（白人＝90.1％，黒人
＝4.9％，ヒスパニック/ラテン系＝3.1％，アジ
ア系＝1.3％），勤続年数（平均＝13.72 年，SD
＝ 8.22），職務タイプ（事務＝45.7％，情報通信
機器および施設管理＝54.3％）。同機関に所属す
る全従業員の人口統計と比較して，調査に応じ
た従業員の人口統計に偏りがあるかを確認する
ために，人事課より全従業員の年齢，性別，人種，
および職務タイプに関するデータを入手した。χ 2

分析の結果，調査に参加した従業員は全従業員
と比較して，職務タイプ（χ 2

（1）＝ 0.51, ns）や人
種（χ 2

（4）＝ 1.34, ns）に関しては大きな偏りは認
められないが，やや女性の参加が多かった（χ 2

＝ 5.39, p ＜ .01）。また，年齢が若い従業員が参
加する傾向があった（t（229）＝ -3.34, p ＜ .05）。

2.2　尺　度
職場不作法　労働者間の職場不作法はCortina, 

Magley, Williams 他（2001）の 7 項目からなる職
場不作法行動尺度によって測定した（例：あな
たの同僚は，あなたの名誉や価値観を貶めるよ
うな発言をする）。被験者らは，過去 1か月間に
経験した職場不作法を 5 段階（1＝全く無い，5
＝毎日）で報告した。Time 1の平均値は1.63（SD

＝ 0.72），Time 2 の平均値は 1.67（SD ＝ 0.72）
であった。Time 1とTime 2 の内的信頼性（ク
ロンバックα）は，それぞれ0.85と0.87であった。
逸脱行動　組織逸脱行動を測定する 12 項目

（例：領収書を偽造して，実際に支払った経費
よりも高額の払い戻しを会社から受け取った）
と，対人逸脱行動を測定する 7 項目（例：同僚
にひどい悪戯をした）で構成される逸脱行動尺
度（Bennett & Robinson, 2000）を使用した。
対人逸脱行動の対象は，被験者と同じ職場で働
く全ての組織成員が含まれた。被験者は，過去
1 か月間にそれぞれの逸脱行動を行った頻度を
5 段階（1 ＝全くしない，5 ＝毎日やった）で
報告した。Time 1 の対人逸脱行動の平均値は
1.44（SD ＝ 0.57），Time 2 の平均値は 1.35（SD
＝ 0.50）だった。同尺度の内的信頼性は，それ
ぞれα ＝ 0.90（Time 1）とα ＝ 0.86（Time 2）
であった。Time 1 の組織逸脱行動の平均値は
1.47（SD ＝ 0.56）で，Time 2 の平均値は 1.38

（SD ＝ 0.49）であった。組織逸脱行動尺度の内
的信頼性は，それぞれα ＝ 0.85（Time 1）と
α ＝ 0.90（Time 2）であった。
ネガティブ感情　ネガティブ感情の測定には，

職場領域感情尺度（Van Katwyk, Fox, Spector 
他，2000）からポジティブ感情項目を省いた 10
項目を使用した（例：職場で怒りを感じる）。質
問は 5 段階（1＝全くない，5 ＝非常に頻繁に起
こる）で測定した。Time 1 の平均値は 2.07（SD
＝ 0.74），Time 2 の平均値は 1.97（SD ＝ 0.84）
であった。尺度の内的信頼性は，それぞれα ＝
0.91（Time 1）とα ＝ 0.93（Time 2）であった。
対人ユーモアスタイル　1）親和的ユーモア

スタイル，2）攻撃的ユーモアスタイル，3）自
己卑下ユーモアスタイルを測定する Martin 他

（2003）のユーモアスタイル尺度を使用した。3
つのユーモアスタイルには，それぞれ 8 項目

（計24項目）が含まれている。Martin他（2003）
の項目分析において，同尺度の信頼性（α ＝
0.77 ～ 0.81），基準関連妥当性（例：対人攻撃
性，陽気性，対人友好性），および弁別妥当性
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（確認的因子分析による因子の抽出）が確認さ
れている。さらに同調査では，3 つのユーモア
スタイルに対する被験者自身の評価と，被験者
を良く知る他者の評価の相関関係を検討したが，
同一のユーモアスタイルに関する被験者自身の
評価と，他者の評価の間には，有意で正の関連
が認められた（例：親和的ユーモアスタイルに
関する被験者自身の評価と他者の評価）。一方，
異なるユーモアスタイルとの組み合わせに対し
ても，被験者の評価と他者の評価の間には，有
意な関連性が認められなかった。したがって，
同尺度は対人関係場面でのユーモア感知および
表出のスタイルを測定するうえで妥当性のある
尺度と考えられる。本調査において被験者らは，
Time 1 アンケート時に，それぞれの項目を 7 段
階で評価した（1＝全く同意しない，7＝全く同
意する）。親和的ユーモアスタイル（例：人を

笑わせるのが楽しい）の平均値は 5.10（SD ＝
1.33）であった。攻撃的ユーモアスタイル（例：
私は嫌いな人がいる場合，意地悪なジョークや
悪戯をして相手を貶める）の平均値は 2.91（SD
＝ 1.04）であった。自己卑下ユーモア（例：私
は他の人に好かれ，受け入れられるために，自
分の弱みや失敗をジョークのタネにする）の平
均値は 3.42（SD＝ 1.34）であった。親和的ユー
モアスタイル，攻撃的ユーモアスタイル，自己
卑下ユーモアスタイルの内的信頼度は，それぞ
れ 0.92，0.77，0.91（クロンバックα）であった。

3．結　果

3.1　職場不作法の主効果
仮説 1 によると，職場不作法を頻繁に経験す

る労働者ほど，他の組織成員の福利を意図的に
害する対人逸脱行動をより頻繁に行う。表 1 が

表 1　 職場不作法が逸脱行動へ及ぼす効果，および職場不作法と被害者のユーモアスタイルの交互
作用が逸脱行動へ及ぼす効果

基準変数
対人逸脱行動（T2） 組織逸脱行動（T2）

Step 1 Step 2 Step 3 Step 1 Step 2 Step 3
調整変数
　性別 .15** .10* .11 .13* .11* .11*
　年齢 -.17* -.08 -.07 -.11 -.08 -.06
　人種 -.02 -.03 .00 -.09 -.11* -.09
　勤続年数 .11 .07 .06 .07 .05 .06
　職務タイプ .04 .09* .08 .03 .05 .04
　職場不作法（T1） .01 -.17** -.17** .07 -.14 -.13
　対人逸脱行動（T1） .65** .48** .47** ─ ─ ─
　組織逸脱行動（T1） ─ ─ ─ .61** .55** .55**

予測変数
　職場不作法（T2） .22** .22** .26** .24**
　親和的ユーモア -.32** -.29** -.17** -.13*
　攻撃的ユーモア .32** .29** ─ ─
　自己卑下的ユーモア .01 -.01 .09 .07

交互作用変数
　職場不作法（T2） x 親和的ユーモア -.09* -.20**
　職場不作法（T2） x 攻撃的ユーモア .13** ─
　職場不作法（T2） x 自己卑下的ユーモア -.09* .04

∆R2
adj .44** .19** .03** .41** .02** .04**

注． T1 ＝ Time 1, T2 ＝ Time 2.  性別（1 ＝男性，2 ＝女性），人種（1 ＝黒人），職務タイプ（1 ＝情報通
信機器および施設管理，2 ＝事務）。表中の数値は標準化された回帰係数。*p ＜ .05，**p ＜ .01.
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示すように，職場の不作法が対人逸脱行動に
及ぼす主効果は 1％水準で有意であった（b ＝
0.22）。したがって仮説 1 は支持された。仮説 2
は，職場不作法を頻繁に経験する労働者ほど組
織逸脱行動を頻繁に行うと予測した。表 1 が示
すように，職場の不作法が組織逸脱行動に及ぼ
す主効果は 1％水準で有意であり（b ＝ 0.26），
仮説 2 も支持された。仮説 3 によると，職場不
作法を頻繁に経験する労働者ほど，職場でより
強いネガティブ感情を感じる。表 2 が示すよう
に，職場の不作法がネガティブ感情に及ぼす主
効果は 1％水準で有意であった（b ＝ 0.43）。し
たがって仮説 3 も支持された。

3.2　 職場不作法と対人ユーモアスタイルの 
交互作用効果

仮説 4　仮説 4a によると，親和的ユーモア
スタイル傾向の高い労働者は，職場不作法と対
人逸脱行動の関連性が弱い。表 1が示すように，
親和的ユーモアスタイルと職場不作法との間には
有意な交互作用があった。この交互作用効果の
性質を明らかにするため，親和的ユーモアスタイ
ルと職場不作法の交互作用を図表化（図1）した。
仮説どおり，親和的ユーモアスタイルが高い労
働者（+1SD）は，親和的ユーモアスタイルが低
い労働者（-1SD）と比べて，職場不作法が対人
逸脱行動へ及ぼす効果が弱い傾向があった。し
たがって仮説 4aは支持された。また単純傾斜分

表 2　 職場不作法がネガティブ感情へ及ぼす効果，および職場不作法と被害者のユーモアスタイル
の交互作用がネガティブ感情へ及ぼす効果

基準変数
ネガティブ感情

Step 1 Step 2 Step3 Step 4
調整変数
　性別 .04 -.05 .00 .01
　年齢 -.13 -.07 -.06 -.04
　人種 .03 .03 .05 .06
　勤続年数 .04 .01 .01 .01
　職務タイプ .01 .05 .04 .05
　職場不作法（T1） .23** -.09 -.08 -.09
　ネガティブ感情（T1） .55** .44** .44** .43**

予測変数
　職場不作法（T2） .43** .42** .39**
　親和的ユーモア -.30** -.28** -.25**
　攻撃的ユーモア .06 .04 .02
　自己卑下的ユーモア .01 -.01 -.03

2 要因交互作用変数
　職場不作法（T2） x 親和的ユーモア -.10* -.09
　職場不作法（T2） x 攻撃的ユーモア .01 -.02
　職場不作法（T2） x 自己卑下的ユーモア -.07 -.05

3 要因交互作用変数
　職場不作法（T2） x 攻撃的ユーモア x 対人逸脱行動（T2） .07
　職場不作法（T2） x 自己卑下的ユーモア x 組織逸脱行動（T2） .04

∆R2
adj .46** .08** .01* .01

注． T1 ＝ Time 1, T2 ＝ Time 2.  性別（1 ＝男性，2 ＝女性），人種（1 ＝黒人），職務タイプ（1 ＝情報
通信機器および施設管理，2 ＝事務）。表中の数値は標準化された回帰係数。*p ＜ .05，**p ＜ .01.
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析の結果，親和的ユーモアスタイルが高い場合，
職場不作法と対人逸脱行動の関連性は有意では
なかったが（b＝0.13），親和的ユーモアスタイル
が低い場合 1％水準で有意であった（b＝0.31）。

仮説 4b によると，攻撃的ユーモアスタイル
傾向の高い労働者は，職場不作法と対人逸脱行
動の関連性が強い。表 1 が示すように，攻撃的
ユーモアスタイルと職場不作法との間には有意
な交互作用があった。図 2 に攻撃的ユーモアス
タイルと職場の不作法の交互作用を図表化した
が，仮説 4b のとおり攻撃的ユーモアスタイルが
高い労働者（+1SD）は，攻撃的ユーモアスタイ
ルの低い労働者（-1SD）と比べ，職場不作法と
対人逸脱行動の関連性が強い傾向があった。単
純傾斜分析の結果，攻撃的ユーモアスタイルが

低い場合，対人逸脱行動との関連性は有意では
なかったが（b ＝ 0.10），攻撃的ユーモアスタイ
ルが高い場合，職場不作法と対人逸脱行動の関
連性は 1％水準で有意であった（b＝ 0.33）。

仮説 4cによると，自己卑下ユーモアスタイル
傾向の高い労働者は，職場不作法と対人逸脱行
動の関連性が弱い。表 1 が示すように，自己卑
下ユーモアスタイルと職場不作法との間には有意
な交互作用があった。図 3 が示すように，自己卑
下ユーモアスタイルが高い労働者（+1SD）は低
い労働者（-1SD）と比べ，職場不作法と対人逸
脱行動の関連性がやや弱い傾向があった。した
がって仮説 4cは支持された。単純傾斜分析の結
果，自己卑下ユーモアスタイルが高い場合，職場
不作法と対人逸脱行動の関連性は1％水準で有

図 1　対人逸脱行動への職場不作法と親和的ユーモアスタイルの交互作用効果
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図 2　対人逸脱行動への職場不作法と攻撃的ユーモアスタイルの交互作用効果
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意であったが（b＝ 0.32），自己卑下ユーモアス
タイルが低い場合（b＝0.12）有意ではなかった。
仮説5　仮説 5a によると，親和的ユーモア

スタイル傾向の高い労働者は，職場不作法と組
織逸脱行動の関連性が弱い。表 1 が示すよう
に，親和的ユーモアスタイルと職場不作法との
間には有意な交互作用があった。図 4 に職場の
不作法と親和的ユーモアスタイルの交互作用を
図表化したが，親和的ユーモアスタイル傾向が
高い労働者（+1SD）は，親和的ユーモアスタ
イル傾向が低い労働者（-1SD）と比べ，職場
不作法と組織逸脱行動の関連性が弱いことが分
かる。したがって仮説 5a は支持された。単純
傾斜分析の結果，親和的ユーモアスタイルが高
い場合，職場不作法と組織逸脱行動の関連性は

有意ではなかったが（b ＝ 0.05），親和的ユー
モアスタイルが低い場合 1％水準で有意であっ
た（b ＝ 0.44）。

仮説 5b によると，自己卑下ユーモアスタイ
ルの高い労働者は，職場不作法と組織逸脱行動
の関連性が強い。表 2 が示すように，自己卑下
ユーモアスタイルと職場不作法との間には有意
な交互作用が認められなかった。したがって仮
説 5b は支持されなかった。
仮説6　仮説 6a によると，親和的ユーモア

スタイル傾向の高い労働者は，職場不作法とネ
ガティブ感情の関連性が弱い。表 2 が示すよう
に，親和的ユーモアスタイルと職場不作法との
間には有意な交互作用があった。図 5 が示すよ
うに，職場の不作法と親和的ユーモアスタイル

図 3　対人逸脱行動への職場不作法と自己卑下的ユーモアスタイルの交互作用効果
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図 4　組織逸脱行動への職場不作法と親和的ユーモアスタイルの交互作用効果
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の交互作用を図表化したが，親和的ユーモアス
タイルが高い労働者（+1SD）は，親和的ユー
モアスタイルが低い労働者（-1SD）と比べ，
職場不作法とネガティブ感情の関連性が弱いこ
とが分かる。したがって仮説 6a は支持された。
しかし，単純傾斜分析の結果，親和的ユーモ
アスタイルが高い場合も（b ＝ 0.33, p ＜ 0.01），
低い場合も（b ＝ 0.52, p ＜ 0.01），職場不作法
とネガティブ感情には有意な関連性が認められ
た。仮説6bに反して，攻撃的ユーモアスタイル，
対人逸脱行動，および職場不作法の間には有意
な交互作用が認められなかった。したがって仮
説 6b は支持されなかった。同様に，自己卑下
ユーモアスタイル，組織逸脱行動，および職場
不作法の間には有意な交互作用が認められなか
った。したがって仮説 6c も支持されなかった。

4．考察と今後の課題

本研究では社会的交換理論（Gouldner, 1960）
を背景に，職場不作法が労働者へ及ぼす影響を
調査した。社会交換理論によると，人々は均衡
のとれた社会的交換関係を発展・維持する動機
があるため，他者の善意ある行為に対しては善
意で返報し（ポジティブ互恵），悪意ある行為
に対しては報復をもって報いる（ネガティブ互
恵）。本研究でも，職場不作法を経験した労働
者は，意図的に相手の福利を害する対人逸脱行

動を高める要因として作用していた。また，社
会的交換理論を発展させた Rousseau（1996）
によると，同僚や上司は組織の成員であるた
め，労働者がそれらの人々から不当な扱いを受
けた場合，“組織”が互恵の義務に違反したと
認識する。その結果，労働者は組織への貢献を
減らしたり，直接不利益を与えるなど，ネガテ
ィブ互恵への動機が高まる可能性がある。実際
本研究でも，職場不作法を頻繁に経験する労働
者ほど，遅刻・怠惰な職務態度・窃盗など，組
織にとって不利益となる組織逸脱行動を行う傾
向があった。さらに，職場不作法はそれらを経
験する労働者の怒りや不安など感情を著しく害
するストレス要因として作用していることが明
らかになった。以上のことから，職場不作法は
労働者個人のストレス問題にとどまらず，非生
産的な組織行動の要因となるなど，組織の問題
となる可能性がある。

人間の感情，行動，思考などは他者の言動
から大きな影響を受けるが，ユーモアも影
響力を持つ対人言動の 1 つである（Russell, 
Bachorowski & Fernandez-Dols, 2003）。 既 に
述べたように，ユーモアは他者への印象づけ

（Goodwin & Tang, 1991），コミュニケーショ
ン場面での傾聴態度や発言の促進（La Gaipa, 
1977），対人葛藤増悪を抑制するなど（Campbell 
他，2008），様々な対人効果がある。従来の組

図 5　ネガティブ感情にたいする，職場不作法と親和的ユーモアスタイルの交互作用
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織行動学および経営学研究では，科学的な調査
研究，特に『仕事』に関しては厳格さが求めら
れると認識されるためか，職場のユーモアを真
剣に受け止めてこなかった。しかし，実際の
職場でユーモアは日常的にありふれたことであ
り（Holmes & Marra, 2002），組織行動を理解す
る上で重要な要因である可能性がある。例えば，
職場のユーモア研究は非常に数が限られている
が，非攻撃的なユーモアを頻繁に使うリーダーは
部下からのリーダーシップ評価が高い（Decker 
& Rotondo, 2001）。さらに職務チーム内での非攻
撃的なユーモア表出頻度と，チームの生産性に
は正の相関関係が，攻撃的なユーモア表出の頻
度とチームの生産性には負の相関関係が示され
た研究もある（Avolio, Howell & Sosik, 1999）。

本研究では，職場不作法が本質的に対人間の
問題であるため，被害者の対人ユーモアスタイ
ルを職場不作法経験とそれに伴うストレス反応
の個人差を説明する要因として分析した。分析
の結果，親和的ユーモアスタイル傾向，つまり
非攻撃的なユーモアを使うことを好む労働者
は，職場不作法を経験しても対人逸脱行動およ
び組織逸脱行動を行う傾向が弱かった。ネガテ
ィブ互恵の原理によると，報復の動機は個人が
経験した不利益や不快の程度に応じて高まる
が，親和的ユーモアは対人葛藤を緩和させ，ま
た対人葛藤に伴って生じる脅威認識も低下させ
たことが考えられる（Rizkalla 他，2008）。ま
た本調査では，親和的ユーモアスタイル傾向の
高い労働者ほど，職場不作法によって喚起され
る怒りや不安などのネガティブ感情反応が弱か
った。したがって職場不作法が対人および組織
逸脱行動へ及ぼす否定的な影響が緩衝されたの
は，職場不作法に伴う不快感や脅威認識が低下
したために，労働者の報復動機が低くなったと
いうことが考えられる。

攻撃的ユーモアスタイル傾向の高い労働者
は，他者に嫌悪を感じた場合に相手を批判した
り悪意のある悪戯を行う傾向が強いが（Hodson 
& Rush, 2010），本研究においては，このよう

な人々ほど，職場不作法を経験すれば対人逸脱
行動を頻繁に行う傾向があった。一方，仮説に
反して，攻撃的ユーモアスタイル傾向が高い労
働者にとって対人逸脱行動は職場不作法に伴う
ネガティブ感情を緩和するストレス管理行動と
して作用していなかった。したがって，『相手
への報復行為は貶められた個人の自尊心を回復
し不快感を解消する』（Spector & Fox, 2002），
というネガティブ互恵に基づいた仮説は本調査
で支持されなかった。仮説が支持されなかっ
た 1 つの原因として，研究デザインの限界が考
えられる。具体的には，対人逸脱行動を行うこ
とによって実際ネガティブ感情の喚起は一時的
には緩和される。しかし対人逸脱行動は対人問
題を増悪させることが容易に推測できるが，関
係が悪化した同僚と職場で毎日顔を合わせれ
ば，総合的にみると不快感を経験する頻度は高
くなる。つまり，本調査のように 1 か月間の
ネガティブ感情の平均値などでは，Spector & 
Fox（2002）らの提唱する報復行為に伴う感情
の変化が検知できなかった可能性がある。この
ような一時的な感情の起伏を捉えるためには，
ダイアリー調査など，個人内調査研究デザイン

（within-subject study design）が適しているの
かもしれない。また別の可能性として，報復行
為に関するネガティブ互恵の仮説そのものが妥
当ではないということも考えられる。例えば，他
者からの悪意ある行為に対して人の報復動機は
喚起されるが，実際報復行為を行うことによっ
て不快感は解消されない。したがって今後の課
題として，労働者を対象とした追跡調査を行い，
ダイアリー調査など報復行為に関するネガティ
ブ互恵仮説をより正確に検証する必要がある。

自己卑下ユーモアスタイル傾向が高い労働者
は，仮説どおり職場不作法を経験しても対人逸
脱行為を行う傾向が低かった。これは自己卑下
ユーモアスタイルが，他者からの批判やからか
いに同調し対人葛藤を回避する傾向であるた
め（Martin 他，2003），直接相手へ報復する対
人逸脱行動を行わなかったと解釈ができる。さ
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らに筆者は，自己卑下ユーモアスタイルは対人
問題を回避するうえでは機能的だが，対人問題
を本質的に解消することに関しては効果的では
無いと考え，職場不作法を経験すれば，組織逸
脱行動を行うことによって不均衡な組織との社
会的交換関係を改善すると予測した。しかし分
析の結果この仮説は支持されなかった。1 つの
可能性として，自己卑下ユーモアが対人問題を
解決する上で機能的では無いという理論的前提
が必ずしも当てはまらないことが考えられる。
例えば，自己卑下ユーモアスタイルにもあえて

“いじられる”ことによって対人問題の悪化を
回避する人々もいる。また批判やからかいに同
調することによって，先輩や上司から与しやす
いと認識され気に入られることも考えられる。
したがって自己卑下ユーモアは，人によっては
自尊心の低下や不快感を喚起させる機能的な対
人態度では無い場合もあれば，卑下的であるが
自己に利益のある対人関係を発展するために利
用できるなど，機能的に作用する場合があるか
もしれない。以上本調査では，職場の不作法が
及ぼす労働者への影響を探ったが，職場での非
礼な言動に対する反応は人それぞれで，またそ
れらにどう対処することが正しく適切であると
いう認識には個人差がある。しかし本調査の結
果が示唆するのは，職場不作法に対する対処方
法として最も機能的であるのは，親和的ユーモ
アスタイルだという点である。一方，職場不作
法に対して対人逸脱行動を行うことは，ストレ
ス管理の視点から機能的ではないという結果が
得られた。具体的には，職場不作法を経験し，
対人逸脱行動を行ったとしても不快感は改善せ
ず，むしろ個人の組織行動（逸脱行動など）へ
も否定的な影響を及ぼすからである。

最後に本調査にはいくつかの限界がある。第
一に，米国の労働者を調査対象としたため，本
調査の結果が日本の労働者に該当するとは限ら
ない。しかし対人ストレッサーに対するネガテ
ィブ感情の喚起に関しては，日本人を対象とし
た調査においても本調査に準ずる結果が示され

ている（高橋・松井，2009）。また日本人大学
生を対象とした実験研究において，互恵のバラ
ンスが不均衡な過剰利得の場合は相手に対する

“申し訳なさ”の認識を，過小利得の場合は“不
満”の認識を喚起させることも示されている

（佐々木・島田，2000）。したがって互恵の原理
が提唱するような相互的な報酬および報復動機
の高まりは，普遍的な人間の行動傾向であると
も考えられる。しかしながら，今後日本の労働
者を対象とした，職場不作法の経験が及ぼす組
織行動や感情への効果を明らかにする調査研究
が必要であると考える。第二に，本研究は実験
研究ではないため，因果関係を証明するもので
はない。第三に，本調査は職場不作法の被害者
の対人ユーモアスタイルが，対人逸脱行動へ及
ぼす効果を調査したが，加害者との関係改善，
または悪化を直接的には検証しなかった。した
がって，職場不作法のターゲットとなる人々の
ユーモア表出のタイプおよびその頻度が，長期
的な職場不作法を経験する頻度へ及ぼす効果
や，加害者との対人関係の長期的な変化を探る
調査研究が今後求められる。
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